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１．日本のエネルギーにおける天然ガスの位置付け１．日本のエネルギーにおける天然ガスの位置付け

－２０．９％１９．４％世界

２４．５％２２．７％２２．９％米国

－２３．２％１６．９％ＥＵ

１４％程度１３．１％１０．１％日本

２０１０２０００１９９０

１．一次エネルギー供給に占める天然ガスの比率

２．我が国の電源構成に占める天然ガスの比率 （単位：ｋＷｈ）

２，４７９

実数

２０００

２６．４

構成比％

２，５４９程度

実数 構成比％

２６程度

２０１０（目標ケース）

３．需要サイドのエネルギー消費構成（２０００年）

出典：資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し（平成１３年７月）」

出典： 「ENERGY BALANCES OF NON-OECD COUNTRIES,1999-2000」
「ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES,1999-2000」
「ENERGY BALANCES OF NON-OECD COUNTRIES,2000-2001」
「ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES,2000-2001」
資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し（平成１３年７月）」

・一次エネルギー供給に占める天然ガスの比率は、欧米諸国に比較すると、依然として低く、２０１０年度

においても、約14％程度と想定。

・我が国の電源構成に占める天然ガスの比率は、２６．６％（２００２年）と、諸外国に比較しても高い割合。

・他方、産業部門及び民生（業務）部門のエネルギー消費に占める都市ガスの比率は、それぞれ５％、

１３％。

・一次エネルギー供給に占める天然ガスの比率は、欧米諸国に比較すると、依然として低く、２０１０年度

においても、約14％程度と想定。

・我が国の電源構成に占める天然ガスの比率は、２６．６％（２００２年）と、諸外国に比較しても高い割合。

・他方、産業部門及び民生（業務）部門のエネルギー消費に占める都市ガスの比率は、それぞれ５％、

１３％。

１７．７％１６．７％

ＥＵ米国諸各国の発電に占める

天然ガス比率（２００１年）

出典：ＩＥＡ／Energy Ｂａｌａｎｃｅｓ（２０００－２００１）

出典：日本エネルギー経済研究所「我が国の長期エネルギー需給展望（H14.11）」

民生（業務）部門のエネルギー源別最終消費
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産業部門のエネルギー源別最終消費
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民生（家庭）部門のエネルギー源別最終消費

38%

17%

43%

2%

石油

都市ガス

電力

その他

都市ガス

その他

電力
石油

・各部門におけるエネルギー需要は

以下のとおり。（単位：石油換算ＴＯＥ）

産 業 部 門 ：１８５百万ＴＯＥ

民生（家庭）部門： ５３百万ＴＯＥ

民生（業務）部門： ４６百万ＴＯＥ
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２．天然ガスの特性２．天然ガスの特性

石油７０

石炭１００ 石炭１００

石油７０
天然ガス４０

石炭１００

石油８０
天然ガス６０

ＳＯｘ(硫黄酸化物) ＣＯ2(二酸化炭素)ＮＯｘ(窒素酸化物)

＊天然ガスはＳＯｘをほとんど発生しない

生産量

（２００２年）

確認埋蔵量

（２００３年初）

シェア（Bｃｍ）シェア（Tｃｍ）

28.0%727.23.9%7.0北米

5.4%140.74.2%7.5中南米

12.0%312.14.1%7.5欧州

28.6%742.731.2%56.4旧ソ連

9.4%245.639.6%71.5中東

11.4%297.69.4%16.9アジア・オセ
アニア

100.0%2,600.1100.0%180.6合計

5.2%134.27.6%13.8アフリカ

出典：Cedigaz、Natural Gas in the World

２．石炭を１００とした場合の燃焼時発生物の質量

・生産量・埋蔵量が特定地域に偏在しない。（生産量分布（北米１：旧ソ連１：その他１）、埋蔵量分布
（中東１：旧ソ連１：その他１））

・天然ガスは、硫黄分の含有が非常に低い燃料であり、燃焼しても硫黄酸化物の発生はほとんど無く、
さらに窒素酸化物や二酸化炭素の発生量が石油、石炭と比べてはるかに少ない。

・他方、価格面においては、現時点で他の燃料に比して割高。
・今後は、高効率コンバインドサイクル発電、天然ガスコージェネレーション、燃料電池による利用技術
の進展、ＧＴＬ、ＤＭＥ技術の確立等による需要拡大の可能性を有している。

・他の燃料に比して、価格面で割高なものの、環境制約への対応、エネルギーセキュリティーの確保の
観点から、天然ガスの一層の導入促進が重要。

・生産量・埋蔵量が特定地域に偏在しない。（生産量分布（北米１：旧ソ連１：その他１）、埋蔵量分布
（中東１：旧ソ連１：その他１））

・天然ガスは、硫黄分の含有が非常に低い燃料であり、燃焼しても硫黄酸化物の発生はほとんど無く、
さらに窒素酸化物や二酸化炭素の発生量が石油、石炭と比べてはるかに少ない。

・他方、価格面においては、現時点で他の燃料に比して割高。
・今後は、高効率コンバインドサイクル発電、天然ガスコージェネレーション、燃料電池による利用技術
の進展、ＧＴＬ、ＤＭＥ技術の確立等による需要拡大の可能性を有している。

・他の燃料に比して、価格面で割高なものの、環境制約への対応、エネルギーセキュリティーの確保の
観点から、天然ガスの一層の導入促進が重要。

１．各国の埋蔵量、生産量

３．天然ガスと他燃料との熱量当たりのＣＩＦ価格比較 単位（円／万kcal）

２２

LNG

７．６２０．４

石炭原油

出典：「財務省貿易統計（2001）」、「通関統計（2001）」
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・仮に、現状の発電に占める天然ガス比率（２６．６％）が２０２０年
及び２０３０年においても、引き続き維持されると仮定した場合、
発電分野におけるＬＮＧの需要見込みは以下のとおり。

注）2000年は実績ベース。2010年は長期エネルギー需給見通し（平成13年7
月）の電源構成から試算。
注）２０２０年及び２０３０年の天然ガス消費量は、第４回総合資源エネルギー
調査会需給部会（平成１６年２月２５日） 資料７「２０３０年までの我が国のエネ

ルギー需要見通し」の電力需要見通しをもとに試算。

（単位：LNG換算 万t/年）

３．天然ガスの国内需要～現状と見通し３．天然ガスの国内需要～現状と見通し

出典：資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し（平成１３年７月）」

日本エネルギー経済研究所「我が国の長期エネルギー需給展望（H14.11）」

３，６００

２０００年

４，８５０４，３００３，８００

２０３０年２０２０年２０１０年

1902
2529

2919

？
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（万ｔ／年）
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（％）

エネ研需要試算

一次エネルギーに占める割合（エネ庁長期需給見通し）

一次エネルギーに占める割合（エネ研試算）

？

• 都市ガス需要は、1990年以降平均年率5%で堅調に増加。特に、商工業用需要は、天然ガスの環境特性に対する評
価に加え、ガスコジェネ、ガス冷房等の技術進歩により、ここ10年間で急速に拡大（構成比：54.6%（2001） ← 42.9%
（1990））。

• 当面は、燃料転換支援やガスコジェネ導入支援等による拡大に加え、将来的には燃料電池への水素供給源としての
需要なども期待。
（日本エネルギー経済研究所見通しでは、2020年にＬＮＧ換算で約３，０００万トン／年）

• 電力向けＬＮＧ需要については、仮に現状維持ベースでも、約５，０００万ｔ／年程度の需要が見込まれる。

• 都市ガス需要は、1990年以降平均年率5%で堅調に増加。特に、商工業用需要は、天然ガスの環境特性に対する評
価に加え、ガスコジェネ、ガス冷房等の技術進歩により、ここ10年間で急速に拡大（構成比：54.6%（2001） ← 42.9%
（1990））。

• 当面は、燃料転換支援やガスコジェネ導入支援等による拡大に加え、将来的には燃料電池への水素供給源としての
需要なども期待。
（日本エネルギー経済研究所見通しでは、2020年にＬＮＧ換算で約３，０００万トン／年）

• 電力向けＬＮＧ需要については、仮に現状維持ベースでも、約５，０００万ｔ／年程度の需要が見込まれる。

１．国内の都市ガス需要見通し（ＬＮＧ換算） ２．発電用のＬＮＧ需要のイメージ

３．日本国内のＬＮＧ需要の現状（２０００年）

１，９０２（３４．６％）ガス会社他

需要量（万ｔ／年）

５，５０２（１００％）合計

３，６００（６５．４％）電力会社
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４．天然ガスの多様な利用形態（１）４．天然ガスの多様な利用形態（１）

２．民生用小規模需要（１ｋＷ級）に対応した
コジェネレーション機器の商品化

○燃料電池によるコージェネレーション

○ガスエンジン式のコージェネレーション

１．天然ガスコージェネレーションの普及状況

出典：東京ガス（株）ＨＰより

【仕様】

固体高分子型燃料電池
（ＰＥＦＣ）１ｋＷ級

【市場投入時期】

２００５年以降市場投入
予定

【仕様】

ガスエンジン（レシプロ）
式１ｋＷ級

【市場投入時期】

・２００３年３月より市場
投入

出典：大阪ガス（株）ＨＰより

671 785 892 1021 1123
1344 1451 1596 1734 1894 2033

654
545

478
428

381
349

301
260

236
166

135

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

（千ｋＷ）

設備容量（民生用）

設備容量（産業用）

○全発電設備容量に占める割合は１％程度（２００２年度）

全発電設備容量：約２億６６００万kW

天然ガスコージェネ： ２６９万kW（ＧＴ、ＧＥ含む）
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５．天然ガスの多様な利用形態（２）５．天然ガスの多様な利用形態（２）

２．ガス冷房の普及状況１．大規模な地域エネルギー供給事業の事例

電通本社ビル

日本テレビタワー
（汐留サブプラント）

汐留シティセンター

汐留タワー

松下電工東京本社ビル

汐留アネックスビル
（汐留プラント）

カレッタ汐留
電通四季劇場

【例１】六本木ヒルズエネルギー供給事業

・発電供給設備 ３６，５００ｋＷ
ガスタービンコージェネレーション：３６，０００ｋＷ
背圧蒸気タービン：５００ｋＷ

・熱供給設備
蒸気吸収冷凍機：１９，０００ＲＴ
蒸気ボイラ：８９．４ｔ／ｈ

【例２】汐留北地区エネルギー供給事業（下図参照）

・発電供給設備 ６，４００ｋＷ
ガスタービンコージェネレーション４，２００ｋＷ
ガスタービンコージェネレーション２，２００ｋＷ

・熱供給設備
汐留プラント：１７，７００ＲＴ
汐留サブプラント：４，６００ＲＴ
（ガスボイラ、ガス吸収式、ターボ冷凍機、蓄熱、ＣＧＳの
ベストミックス方式）

汐留北地区エネルギー
供給事業イメージ図

３．天然ガス自動車の普及状況
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６．アジア太平洋地域の当面の天然ガス需給６．アジア太平洋地域の当面の天然ガス需給

（日本エネルギー経済研究所調べ）

・2015年においては、アジア向けの供

給ポテンシャル（ＬＮＧ）は高需要ケー
スの需要想定を上回ると見込まれる。

・ただし、高需要ケースでは、事業化
検討中のプロジェクトから、約5,000万

トン程度の新規生産設備の稼働が必
要。

・2015年以降の天然ガス需給を展望

する場合、

1)中国及び北米西海岸の需要の拡大

の程度とスピード、

2)供給力としてのロシア（サハリン地

域）の立ち上がり、中東産ガス国の動
向 等

が重要な要素。２０３０年においても需
要を上回る十分な供給力があるとす
る見方もあるが、注視が必要。

・2015年においては、アジア向けの供

給ポテンシャル（ＬＮＧ）は高需要ケー
スの需要想定を上回ると見込まれる。

・ただし、高需要ケースでは、事業化
検討中のプロジェクトから、約5,000万

トン程度の新規生産設備の稼働が必
要。

・2015年以降の天然ガス需給を展望

する場合、

1)中国及び北米西海岸の需要の拡大

の程度とスピード、

2)供給力としてのロシア（サハリン地

域）の立ち上がり、中東産ガス国の動
向 等

が重要な要素。２０３０年においても需
要を上回る十分な供給力があるとす
る見方もあるが、注視が必要。

8,370 8,370
7,450

3,544

10765

3,544

10,765

7,787

16,300

7,787

12,000

12,400

10,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2002年 2010年 2015年

事業化検討中プロジェクト

建設中及びSPA・HOA締結済プロジェクト

既存・稼働中プロジェクト

低需要ケース

高需要ケース

（万トン）

11,914

10,994

（注）日本エネルギー研究所の調査では、需要ケースについて、石油・ガス会社、エネル
ギーコンサルタント等の需要見通しを集計し、その中で、最大の需要見通しを「高需要
ケース」、最小の見通しを「低需要ケース」として表示している。

アジア太平洋におけるＬＮＧ需給見通し
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７．長期的な天然ガス供給力に関する見方７．長期的な天然ガス供給力に関する見方

OECD “World Energy Outlook 2002”

・ガス資源は予測される需要増を満たして余りある
ほど豊富に存在する。米国地質研究所によれば、
確認埋蔵量、埋蔵量増加分及び未発見資源を含む
ガスの残存埋蔵量は386兆m3と推定されている。

また、国際的なガス関連情報センターである
Cedigazは、残存究極埋蔵量を450～530兆m3と

推定しているが、これは現在のガス消費量ペース
で170～200年分の供給量に匹敵する。

米エネルギー情報局（EIA）
”International Energy Outlook 2003”

・1970年代半ば以来、天然ガスの埋蔵量は毎年
増加傾向にある。Oil&Gas Journal社のレポート
によれば、2003年1月時点での世界の確認埋蔵量
は5,501tcfで、2002年時点より50tcf増加した。高

い需要の伸びにも関わらず、世界各地では可採埋
蔵量が高水準で推移している。全世界では61.9年
分、中南米地域では71.6年分、旧ソ連地域では
78.5年分、アフリ カでは90.2年分、そして中東地
域では100年分以上である。

５６年分６１年分可採年数

約３．１兆ｍ３約２．５兆ｍ３（２００２年）生産量

約１７８兆ｍ３（２００２年１月時点）約１５６兆ｍ３（２００２年末時点）確認埋蔵量

Ｃｅｄｉｇａｚ統計２００１ＢＰ統計２００３

【参考】世界の天然ガス埋蔵量

注）このほか、現時点では埋蔵量にカウントされていないが、メタンハイドレート技術の進展による供給力
の拡大が期待される。
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８．中国及び北米の将来の８．中国及び北米の将来のLNGLNG需要需要

②中国の天然ガス需要見通し

①米国の天然ガス需要見通し

（パイプライン供給を含む全天然ガス需要）

（出典）IEA World Energy Outlook 2003, 

Developing China’s Natural Gas Market 2002 

（出典）EIA Annual Energy Outlook 2004 

１８０億ｍ３

（１９９７年）

３２０億ｍ３

（２０００年）

現状

２，０３７億ｍ３

９６０億ｍ３

能源研見通し

１，６２０億ｍ３２０３０年

６１０億ｍ３２０１０年

ＩＥＡ見通し

４８億ｍ３

（３５７万ｔ）

６，４０６億ｍ３現状
（２００２年）

１，３５９億ｍ３

（１億ｔ）

６１２億ｍ３

（４５３１万ｔ）

うちＬＮＧ

８，８７３億ｍ３２０２５年

７，３８９億ｍ３２０１０年

天然ガス
①EIA（米ｴﾈﾙｷﾞｰ情報局）では、2025年のLNG需要を、天

然ガス総需要の約15％を占める約1億tと予測。
②一方、米国におけるLNG需要の大半は東海岸の需要で

あり、西海岸の需要はLNG基地の建設困難性から限定
的との見方がある。（仮に西海岸において計画中の6つ

の基地全てが操業を開始した場合でも受入容量は、年
間でLNG換算３，１７８万ｔ。）

①西気東輸計画を含む国内天然ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで
200～300億ｍ３、ｼﾍﾞﾘｱ等中国国外からのﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ･ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄで1,000億ｍ３の供給可能性が見込まれている。

②仮に、この場合の残りをLNGにより調達するとして、IEA
見通しに基づいても、約2,500～3,000万トン（約300～
400億m3）／年の調達が必要となる。

③なお、現在中国で計画中のLNG基地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、広東省
及び福建省の2カ所。それぞれ2005～2007頃までに年
間370万ｔ（50億ｍ３相当）及び年間250万トン（34億ｍ３相

当）のｷｬﾊﾟｼﾃｨを保有。前者は豪州北西大陸棚、後者は
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾀﾝｸﾞｰのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと25年間のLNG輸入契約を

締結。

【供給に関する見方】

【供給に関する見方】
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９．日本の９．日本のLNGLNG既存長期契約量の推移既存長期契約量の推移

•2009年以降、比較的規模の大きい日本向けＬＮＧの既存長期契約が更新時期を迎える。

•この時期までにアジア太平洋市場を中心にＬＮＧ調達市場がどのような環境にあるかが鍵。

•2009年以降、比較的規模の大きい日本向けＬＮＧの既存長期契約が更新時期を迎える。

•この時期までにアジア太平洋市場を中心にＬＮＧ調達市場がどのような環境にあるかが鍵。
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百万トン 日本のＬＮＧ需要見通し
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オマーン

カタール

インドネシア
（ボンタン）

マレーシア

ブルネイ

アラスカ

アブダビ

オーストラリア

インドネシア
（アルン）

（単位：万t）

契 約 名 
購入開始／期間

(原契約) 
契約数量
(平年度)

買 主 (数量) 

アラスカ延長契約
1989／15 年 
(1969／20 年)

130 東京電力 (98) 東京ガス (32) 

ブルネイ延長契約
1993／20 年 
(1972／21 年)

601
東京電力 (403) 東京ガス (124) 
大阪ガス (74) 

アブダビ延長契約
1994／25 年 
(1977／17 年)

430 東京電力 (430) 

73 年契約 
2000／11 年 
(1977／23 年)

845
関西電力 (257) 中部電力 (215) 
九州電力 (156) 大阪ガス (130) 
新日本製鉄(63) 東邦ガス (24) 

バダック増量契約
2003／8 年 

（1983／20 年）
352

中部電力 (165) 関西電力 (88) 
東邦ガス (55) 大阪ガス (44) 

アルン増量契約 1984／21 年 351 東北電力 (300) 東京電力 (51) 

バダックⅣ契約 1994／20 年 230
大阪ガス (127) 東京ガス (92) 
東邦ガス (11) 

イ

ン

ド

ネ

シ

ア

地方ガス契約 1996／20 年    40
大阪ガス、広島ガス、日本ガス 
（３社で 40） 

オーストラリア契約 1989／20 年 733

東京電力 (118) 中部電力 (105) 
関西電力 (113) 中国電力 (111) 
九州電力 (105) 大阪ガス ( 79) 
東京ガス ( 79) 東邦ガス ( 23) 

2003／15 年 

(1983／20 年)
東京電力 (480) 東京ガス (260) 

マレーシアⅠ契約

1993／20 年 

776

西部ガス (36) 

1995／20 年 
東京ガス (80) 大阪ガス (60) 
関西電力 (42) 東邦ガス (28) 

1996／20 年 東北電力 (50) 

1996／20 年 静岡ガス (45) 

マレーシアⅡ契約

1997／20 年 

320

仙台市ガス (15) 

マレーシアⅢ契約 2002／20 年 48 石油資源開発（48） 

カタール契約 1997／25 年 600

中部電力 (400) 東北電力 (52) 
東京ガス (35) 大阪ガス (35) 
関西電力 (29) 東京電力 (20) 
東邦ガス (17) 中国電力 (12) 

オマーン契約 2000／25 年 66 大阪ガス (66) 

合  計  5,522  

 

１０．日本に天然ガスを供給する１０．日本に天然ガスを供給するLNGLNGプロジェクトプロジェクト

東南アジア、オーストラリア、アラスカ等のアジア太平洋地域
から約７５％、残り約２５％を中東から調達。

東南アジア、オーストラリア、アラスカ等のアジア太平洋地域
から約７５％、残り約２５％を中東から調達。
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１１．ＬＮＧ価格と関連コストの傾向１１．ＬＮＧ価格と関連コストの傾向

・日本のＬＮＧ価格は、欧州、米国における天然ガス輸入価格と比較して概ね＄１～１．５／MMBtu程

度高い水準で推移。一方、米国の天然ガス価格は変動が大きく、特に近年は需給逼迫から上昇傾向

にある。

・これに対し、近年、例えば中国の新規ＬＮＧプロジェクトで我が国の調達価格より２～３割程度安い価

格での契約が締結されたとの報道がなされるなど、契約条件の弾力化や価格低下の動きが見られる

ところ。

・また、ＬＮＧプロジェクトの主要なコストを構成する液化プラントコストや輸送船１隻当たりの建造費は

技術革新等により着実に低下する傾向にある。

・日本のＬＮＧ価格は、欧州、米国における天然ガス輸入価格と比較して概ね＄１～１．５／MMBtu程

度高い水準で推移。一方、米国の天然ガス価格は変動が大きく、特に近年は需給逼迫から上昇傾向

にある。

・これに対し、近年、例えば中国の新規ＬＮＧプロジェクトで我が国の調達価格より２～３割程度安い価

格での契約が締結されたとの報道がなされるなど、契約条件の弾力化や価格低下の動きが見られる

ところ。

・また、ＬＮＧプロジェクトの主要なコストを構成する液化プラントコストや輸送船１隻当たりの建造費は

技術革新等により着実に低下する傾向にある。
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日本ＬＮＧ（CIF） 米国ﾍﾝﾘｰﾊﾌﾞ 欧州天然ガス（CIF）

１．各国の天然ガス価格の推移
(US＄/MMBTU)

（出典）BP統計（２００３年）
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１２．ＬＮＧ（天然ガス）市場における日本の中長期的な取組１２．ＬＮＧ（天然ガス）市場における日本の中長期的な取組

【現状認識】
•天然ガスは長期契約に基づく調達が基本で
あるため、短期的に供給条件の大幅な変化
は望みにくい。

•しかしながら、日本では、堅調な需要の下で、
2009年から2015年頃にかけて、比較的契約

規模の大きい既存長期契約の更新が見込ま
れている。

•また、近年はＬＮＧプロジェクトの各チェーンの
投資コストは低下傾向にあり、価格の引き下
げ余地があることを示している。

•他方で、将来的に想定される米国のＬＮＧ輸
入の拡大、中国のＬＮＧ需要は、価格の押し
上げ要素も存在。

現状認識を踏まえると、天然ガス
の安定かつ低廉な供給の確保を
図るため、中長期な視点で、例え
ば以下のような取組を進めていく
べきではないか。

• 契約形態の多様化（長期、スポット等）
• 価格フォーミュラ、仕向地条項等の契

約条件の弾力化
• 調達主体間の連携強化
• 上流生産事業や取引事業への継続的

な関与（上流プロジェクトへの資本参加、
自社船の利用等）

• 供給源の多様化（供給国、輸送形態）

現状認識を踏まえると、天然ガス
の安定かつ低廉な供給の確保を
図るため、中長期な視点で、例え
ば以下のような取組を進めていく
べきではないか。

• 契約形態の多様化（長期、スポット等）
• 価格フォーミュラ、仕向地条項等の契

約条件の弾力化
• 調達主体間の連携強化
• 上流生産事業や取引事業への継続的

な関与（上流プロジェクトへの資本参加、
自社船の利用等）

• 供給源の多様化（供給国、輸送形態）
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１３．国内ガス供給インフラの現状と動向１３．国内ガス供給インフラの現状と動向

敷設導管

建設、計画中導管

検討中の導管

（高圧導管〈一部中圧含む〉）

（仮称）佐賀ライン
（三愛石油）
延長：約２８㎞

福山尾道幹線
（新会社（※１）
延長：約４０㎞

福島ライン
（石油資源開発）
延長：約４６㎞

山形ライン
（東北天然ガス）
延長：約３０㎞

入間ライン延伸
（帝国石油）
延長：約２５㎞

静岡ライン
（帝国石油）
延長：約８３㎞

南富士幹線
（新会社（※２））
延長：約３３㎞

※１：広島ガス、福山ガス出資の新会社
※２：東京ガス、静岡ガス、帝国石油出資の新会社

・一部の長距離パイプラインを除き、我が国では需要地に近接して建設されたＬＮＧ基地（現在２５基）から放射状に
パイプラインが敷設。パイプライン網は需要地毎に独立しているのが現状。

・他方、近年、既存の国産天然ガスパイプラインから周辺への延伸の他、中部・関西圏、瀬戸内、九州地方におい
て、今後の需要増を見込んだパイプライン敷設計画が具体化し、漸次延伸しているところ。

・一部の長距離パイプラインを除き、我が国では需要地に近接して建設されたＬＮＧ基地（現在２５基）から放射状に
パイプラインが敷設。パイプライン網は需要地毎に独立しているのが現状。

・他方、近年、既存の国産天然ガスパイプラインから周辺への延伸の他、中部・関西圏、瀬戸内、九州地方におい
て、今後の需要増を見込んだパイプライン敷設計画が具体化し、漸次延伸しているところ。
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１４．天然ガスのインフラ整備手段の比較１４．天然ガスのインフラ整備手段の比較

• 大容量のパイプラインの場合、投資コストに
見合った規模の初期需要の確保が困難（将
来需要が不確実な場合や需要発生までの
リードタイムが長い等により、初期需要が確
保出来ない場合はパイプイラン建設は不可
能。）

• 複数のＬＮＧ基地連結等が行われれば、需要
地間の相互融通等により、供給安定性が向上。

• 市場統合による競争の活発化。

• 新たに敷設されたパイプラインの周辺の潜在
需要の開発効果。

• 国産天然ガスの普及拡大効果。

• 比較的大容量のパイプラインの場合、将来的
な需要増に対して追加コストなく対応可能。

新規パイプライン
の建設

• 港湾設備、入港制限等から立地地点が限定。

• 天然ガス市場間の統合は進まず、ガス市場
の流動性は低い。

• 潜在的な天然ガス需要に対する波及効果が
小さい。

• 初期需要の確実性が高く、早期の投資回収が
可能（投資リスクがパイプラインに比較して低
い）。

• 将来需要が不確実な場合には、需要増に対し
て逐次対応が可能。

需要地へのLNG
基地の建設

デメリットメリット

•需要の増大に対応するガス供給インフラの整備手段として、一般的に需要地へのLNG基地の

立地と新規パイプラインの建設が考えられるが、いずれもメリット・デメリットがある。
•実際のインフラ投資は、初期需要の大きさ、将来需要の確実性、周辺の既存インフラ（LNG基

地やパイプライン）の整備状況等を勘案して、投資決定がなされる。
•比較的短期間で大規模需要が立ち上がる天然ガス火力発電所の立地は、立地地点周辺の既
存インフラの整備状況によるものの、新規パイプライン投資にとってメリットあり。

•需要の増大に対応するガス供給インフラの整備手段として、一般的に需要地へのLNG基地の

立地と新規パイプラインの建設が考えられるが、いずれもメリット・デメリットがある。
•実際のインフラ投資は、初期需要の大きさ、将来需要の確実性、周辺の既存インフラ（LNG基

地やパイプライン）の整備状況等を勘案して、投資決定がなされる。
•比較的短期間で大規模需要が立ち上がる天然ガス火力発電所の立地は、立地地点周辺の既
存インフラの整備状況によるものの、新規パイプライン投資にとってメリットあり。

ＬＮＧ基地とパイプライン建設の比較
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１５．今後の国内インフラ整備の在り方１５．今後の国内インフラ整備の在り方

•国内パイプライン網の整備は、短期的な投資採算性に関する評価とは別に、長期的な視点から、
将来の天然ガスの国内における広域流通、分散型エネルギーの普及、改質水素供給地域の拡
大等に資する。（先行投資型のアプローチ）

•しかしながら、現在の日本におけるパイプライン整備の考え方は、国内ガス田からのガス供給
が限定的であるため、需要先行型のアプローチとならざるを得ない。

•こうした点を踏まえた上で、引き続き、パイプライン敷設に係る諸規制の合理化等による敷設費
用の低減を図るほか、中長期的なパイプライン整備はどう進めるべきか。その際、公的支援の
在り方も含む政策関与の在り方はどうあるべきか。

•国内パイプライン網の整備は、短期的な投資採算性に関する評価とは別に、長期的な視点から、
将来の天然ガスの国内における広域流通、分散型エネルギーの普及、改質水素供給地域の拡
大等に資する。（先行投資型のアプローチ）

•しかしながら、現在の日本におけるパイプライン整備の考え方は、国内ガス田からのガス供給
が限定的であるため、需要先行型のアプローチとならざるを得ない。

•こうした点を踏まえた上で、引き続き、パイプライン敷設に係る諸規制の合理化等による敷設費
用の低減を図るほか、中長期的なパイプライン整備はどう進めるべきか。その際、公的支援の
在り方も含む政策関与の在り方はどうあるべきか。

需要先行型のアプローチ

＜基本的な考え方＞
• 一定規模の初期需要を前提として、パイプライン
を敷設するアプローチ。

＜特徴＞
• 投資リスクは高くはない。
• 一般ガス事業者の供給区域や既存のＬＮＧ基地か
らその周辺部に延伸するパイプラインが典型的。

• 需要の確度が低ければ、パイプライン敷設もＬＮＧ
調達も行われない。

先行投資型のアプローチ

＜基本的な考え方＞
• 先行投資的にパイプラインを敷設し、パイプライン沿線
の潜在需要を長期的にわたり開発するアプローチ。

＜特徴＞
• 投資リスクは高い。
• 初期の国産天然ガスの販売ルートとして敷設されたパ
イプラインが典型的。

• 長距離・大容量のパイプライン敷設があれば、短期的
に採算性が確保される可能性は限定的。
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１６．ガス事業制度面での取組１６．ガス事業制度面での取組

【1995年の制度改正】
○年間200万m3以上の需要家の自由化

【1999年の制度改正】
○年間100万m3以上に自由化範囲を拡大

○選択約款制度の導入
○値下げ届出制の導入
○託送制度の導入

（大手都市ガス4社が対象）

【2004年の制度改正】(4月施行予定）
○年間50万m3以上に自由化範囲を拡大

○大口供給の許可制を届出制へ
○卸託送の義務化と卸条件の届出廃止
○託送制度の見直し

-全一般ガス事業者、ガス導管事業者に託送
義務を拡大
-公平性・透明性向上のための行為規制

○ガス導管事業の創設
-公益特権の整備
-一定の要件を満たす導管への優遇措置

◇自由化範囲の一層の拡大
-2007年に10万m3以上まで自由化範囲を拡大
-10万m3未満の小規模需要の自由化の在り方
（2007年以降検討）

◇託送制度の精緻化
-小規模需要に対する託送供給の運用実務
-ガスの受入熱量範囲の拡大によるパイプライン
の相互利用 の促進のための方策 等

これまでのガス事業制度改革

• ガス供給者が、分散エネルギーや燃料電池の導入
等によって多様化する需要家ニーズに対応して、一
層のサービス多様化を実現できる取組が必要ではな
いか。

• パイプライン等のインフラ整備を一層促進するための
更なる環境整備が必要ではないか。

今後予定されているガス事業制度改革

更なる天然ガス利用拡大のために…
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１７．将来の水素社会を展望した天然ガスと天然ガス・インフラの可能性１７．将来の水素社会を展望した天然ガスと天然ガス・インフラの可能性

１．水素供給源としての天然ガス
・天然ガスからのオンサイト改質は、現時点において、供給現実性の高い技術。
・この場合、輸送面においては、既存の都市ガスパイプラインネットワークがそのまま利用
可能であるが、改質技術の一層の向上及び改質時に発生するCO2の処理が課題。

２．水素供給インフラとしての天然ガスネットワークの利用可能性
・副生水素は、水素供給ポテンシャル、生産効率の高さ等から有望な水素供給源だが、輸
送手段が課題。当面は高圧水素や液化水素による輸送が現実的な選択肢。

・なお、既存都市ガスパイプライン網の利用については、①漏洩防止の観点からの継ぎ手
部分の改善や、②近年導入が進んでいるポリエチレン管（※）における透過性の検討が必
要である。

（※）ポリエチレン管は分子構造上水素を透過する。
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・天然ガスからのオンサイト改質は、現時点において、供給現実性の高い技術。
・この場合、輸送面においては、既存の都市ガスパイプラインネットワークがそのまま利用
可能であるが、改質技術の一層の向上及び改質時に発生するCO2の処理が課題。
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